
○かたがみ未来子育て応援事業実施要綱

令和４年３月31日

告示第62号

（趣旨）

第１条 この告示は、次代の地域社会を担う全ての子どもたちの健やかな成長をライフステ

ージに応じて応援するとともに、子育て世帯の経済的な負担を軽減し、生活の安定及び子

育て環境の充実を図ることを目的として、かたがみ未来子育て応援金（以下「応援金」と

いう。）を支給することについて、必要な事項を定めるものとする。

（応援金の種類）

第２条 この告示に基づき支給する応援金の種類は、次に掲げるとおりとする。

(1) 出産応援金

(2) 入学応援金

(3) 在宅子育て応援金

（出産応援金の支給要件）

第３条 出産応援金は、申請に基づき、誕生した子どもと同一世帯に属する父、母又はその

子どもを監護する者であって、当該子どもの誕生した日において本市に住所を有するもの

に支給する。

（入学応援金の支給要件）

第４条 入学応援金は、申請に基づき、次に掲げる子ども（本市に居住している者に限る。）

と同一世帯に属する保護者（学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護

者をいう。以下この条において同じ。）であって、当該子どもの入学した日において本市

に住所を有するものに支給する。ただし、保護者が当該子どもと別居し、かつ、監護及び

教育を行わないと認められるときは、当該子どもと同居し、かつ、監護及び教育を行う者

に支給することができる。

(1) 学校教育法の規定による小学校又はこれに準ずる学校（以下「小学校」という。）

に新たに入学した児童（以下「小学１年生」という。）

(2) 学校教育法の規定による中学校又はこれに準ずる学校（以下「中学校」という。）

に新たに入学した生徒（以下「中学１年生」という。）

２ 前項の規定にかかわらず、通学の状況、生活実態等を勘案して市長が特に認める子ども

については、本市に居住している子どもと同様に取り扱うことができる。

（在宅子育て応援金の支給要件）



第５条 在宅子育て応援金は、申請に基づき、本市に居住し、保育施設等を利用していない、

生後９週を超え満２歳に達する日以後の最初の３月31日を迎えるまでの間の子ども（以

下「乳幼児」という。）と同一世帯に属する保護者（児童福祉法（昭和22年法律第164

号）第６条に規定する者をいう。以下この条において同じ。）（同一世帯に属する保護者

が複数いる場合にあっては、対象乳幼児に係る児童手当及び特例給付の受給者）に支給す

る。ただし、次のいずれかに該当するものを除く。

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護を受けている者

(2) 潟上市暴力団排除条例（平成24年潟上市条例第２号）第２条第１号に規定する暴力

団又は同条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する者

(3) その他市長が応援金を支給することが適当でないと認める者

（応援金の額）

第６条 応援金の額は、次に掲げるとおりとする。

(1) 出産応援金 １子につき10,000円

(2) 入学応援金

ア 小学１年生20,000円

イ 中学１年生30,000円

(3) 在宅子育て応援金

ア 育児休業給付金の受給者 月額5,000円

イ 育児休業給付金の受給対象外の者 月額10,000円

（応援金の申請等）

第７条 応援金の支給を受けようとする者は、かたがみ未来子育て応援金交付申請書（様式

第１号、様式第２号又は様式第３号）を市長に提出しなければならない。

２ 前項の規定による申請は、次の各号に掲げる応援金の種類の区分に応じ、当該各号に掲

げる日から起算して６箇月を経過する日までに行わなければならない。

(1) 出産応援金 子どもが誕生した日

(2) 入学応援金 子どもが小学校又は中学校に入学した日

(3) 在宅子育て応援金 第５条に規定する支給要件を満たした日

３ 市長は、応援金の支給要件を確認するために必要があると認めるときは、子どもの通学

の状況、生活実態等を確認できる書類、育児休業給付金（手当金）受給申請状況証明書（様

式第４号）等を第１項の申請書に添付させることができる。

（支給の決定）



第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、支給又は不支

給を決定し、支給決定通知書（様式第４号）又は不支給決定通知書（様式第５号）により

申請者に通知するものとする。

（支給の方法）

第９条 応援金は、口座振込により支給するものとする。

（届出等）

第10条 第７条第２項第３号の申請者の記載事項に変更があったときは、潟上市子育て応

援在宅育児支援金申請事項変更届（様式第７号）を速やかに提出しなければならない。

２ 受給者が第５条の支給要件を満たさなくなったときは、潟上市在宅子育て応援金受給資

格喪失届（様式第８号）を速やかに提出しなければならない。

（申請が行われなかった場合等の取扱い）

第11条 第３条、第４条又は第５条に規定する支給要件を満たす者から第７条第２項に規

定する申請期限までに申請が行われなかったときは、応援金の支給を辞退したものとみな

す。

（不当利得の返還）

第12条 市長は、偽りその他不正の手段により応援金の支給を受けた者に対しては、支給

した応援金の返還を求める。

（受給権の譲渡又は担保の禁止）

第13条 応援金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。

（その他）

第14条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和４年４月１日から施行し、同日以後に誕生し、又は新たに入学した子ど

もに係る応援金の支給について適用する。

附 則（令和４年９月30日告示第179号）

この告示は、令和４年10月１日から施行する。

附 則（令和５年３月22日告示第44号）

この告示は、令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和６年３月29日告示第68号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。

附 則（令和６年11月29日告示第240号）



この告示は、令和６年12月２日から施行する。





















様式第１号（第６条関係）

様式第２号（第６条関係）

様式第３号（第７条関係）

様式第４号（第７条関係）

様式第５号（第８条関係）

様式第６号（第８条関係）

様式第７号（第10条関係）

様式第８号（第10条関係）


